
   

外 部 からはうかがい難 いユーロ通 貨 圏 の強 みとは？ 

～12 月 EU サミットでの恒 久 的 支 援 制 度 等 の検討に向けて～ 

山口 勝義

はじめに 

 英紙 Financial Times（以下 FT）が掲

載した欧州中央銀行（ECB）トリシェ総裁

に対する財政危機に関するインタビュー

記事（注 1）において、同総裁は、「2010 年 5

月にユーロ通貨圏は破局にどの程度近づ

いていたと考えるか」との問いに対し、

次の内容の回答を行なっている。 

• 内部の者の目から見れば、ユーロ通貨

圏が破局に追い詰められていたなど

ということは決してない。私には欧州

がいかに機能するかがよくわかる。一

方、外部からは例外的な困難に対処す

る欧州の能力を正確に判断し分析す

ることは常に難しいものである。 

• ECB は、ユーロ通貨圏各国の経済情勢

の統合を推進し、またユーロ通貨圏の

地域的拡大について監督する機能を

担っている。財政問題に起因する混乱

は依然継続しているが、これは単に従

来からある複雑性が幾分増したとい

うほどのものである。 

 インタビューの回答では、外部からは

うかがい難いユーロ圏の強みについて

「通貨同盟をひとつに結びつける力」と言

い換えてはいるが、これ以上の具体的な説

明はない。それはどのような内容なのか、

十分頑健と評価できるものなのだろうか。 

外部からはうかがい難い強みとは？ 

 欧州では、以下の様々な側面において、

こうした力が働き強みとなっていること

が考えられる。 

・ 文化史・政治史面 

欧州は古代ギリシャの自由と民主主義、

ローマ法による社会規範、キリスト教の

文化等の伝統的共通基盤を持ち、ゲルマ

ン民族の生活習慣による日常面での一体

感等により、いわゆるヨーロッパ・アイ

デンティティが培われている点が指摘さ

れている。さらに、11 世紀の十字軍や、

国民国家形成に至るまでの近世の複合国

家的統治の歴史を経て、19 世紀の帝国主

義による植民地に対する優越的な差異感

覚の中で、欧州がひとつの纏まりとして

意識されるに至ったと言われている。危

機に際しては、こうした共通感覚や一体

感が各国の緊密な連携と迅速な対応に結

びつくことが考えられる。 

・ 統合の歴史面 

欧州統合は、歴史的に、欧州が主戦場

となった第一次世界大戦終了後まもなく

具体的な検討が開始されており、1952 年

の欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）の設立以

降でも既に 60 年近い年数が経過してい

る（図表 1参照）。この間、トリシェ総裁

が当事者ともなった 1992・93 年の通貨危

ECBトリシェ総裁は、英紙インタビューで、ユーロ圏には外部からはうかがい難い強みがあ

ると指摘している。この強みとは何なのか、それは十分頑健と評価できるものなのか。 

12 月の EU サミットでは、財政悪化国に対する債務リストラを伴う恒久的な支援制度の創

設も含め、財政危機の再発防止策等の具体的な検討が実施される予定であるが、こうした

強みが実効的に機能するかどうかを評価するひとつの重要な機会になるものと考えられる。 
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機の経験も含め、様々な交渉経緯を経て

各国間の紐帯の強さが形成されてきたこ

とが考えられる。 

・ 態勢面 

欧州理事会、EU 理事会、欧州議会、欧

州委員会、ECB 等、欧州連合（EU）内の

諸機構による問題対処のためのガバナン

ス態勢は継続的に拡充されてきている。

また、今般の財政リスクの顕在化への反

省から、財政規律の強化が図られるとと

もに財政悪化国への支援制度の恒久化が

検討されるなど、リスク管理態勢の充実

が図られつつある。 

・ 経済効果面 

EU 域内の関税の撤廃、共通した通商政

策の採用、為替変動リスクの排除等によ

り享受し得る経済的メリットによって、

加盟国間で現行の仕組みを保持しようと

する強いインセンティブが働き、これが

各国の連携を強化していることが考えら

れる。 

 

一方、十分頑健とは考え難い点 

一方、今般の欧州における財政リスク

の顕在化に際しては、加盟各国の財政規

律の遵守状況をモニタリングする監視メ

カニズムの実効性に課題が認められたほ

か、単一通貨・単一金融政策自体にも域

内の経済を不安定化させる恐れのある根

源的な問題点が内在している点が指摘さ

れる（注 2）。また、マーストリヒト条約では

経済・通貨同盟に加え外交・安全保障政

策や司法・内務協力にかかる政府間協力

等ついても取組みを進めることとされた

が、これを超えた一層の政治的な協調は

将来的な検討課題として残されている。 

さらに、上記の FT インタビュー記事の

全体からは英紙と ECB 総裁間にやや距離

を置いたやり取りが感じられ、そこには

ユーロ通貨圏に加わらない英国の傍観者

的な立場が象徴的に浮き彫りにされてい

るようにも思われるが、現実に EU とユー

ロ通貨圏の二重化の現状がある。また、

今春のギリシャ支援等の決定までの足並

図表 1  EU にかかる主要な動き 
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第一次世界大戦終結 
カレルギー（オーストリア）が「パン・ヨーロッパ運動」を開始 
～ 欧州の地位低下への危機感から、独仏を中心とした統合の必要性を主張 
世界恐慌勃発 
第二次世界大戦終結 
シューマン（仏外相）がシューマン・プランを発表 
～ 欧州諸国が参加する合同機関による西独・仏の石炭・鉄鋼産業の共同管理を提唱 
欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）設立条約に調印（1952 年設立） 
～ 西独、仏、伊、ベルギー、オランダ、ルクセンブルクの 6ヵ国が参加 
欧州共同体（EEC）設立条約調印（ECSC 加盟 6ヵ国で構成、1958 年設立） 
欧州自由貿易連合（EFTA）設立 
～ 英国主導で、スウェーデン、ノルウェー、デンマーク、オーストリア、スイス、ポルト
ガルの 7ヵ国が参加 
ECSC、EEC、EAEC（欧州原子力共同体）を欧州共同体（EC）と総称 
EC 内で関税同盟完成 
英国、アイルランド、デンマークの 3ヵ国が EC に加盟し EC は 9ヵ国に（第 1次拡大） 
欧州経済通貨同盟（EMU）第一段階開始 
東西独統一 
ソ連崩壊 
域内市場統合完成、単一市場発足 
マーストリヒト条約発効により欧州連合（EU）創設（EEC→EC→EU と変遷） 
統一通貨「ユーロ」導入 
ユーロ流通開始 

（出所）欧州連合（EU）のホームページ等から農中総研作成 
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みの乱れに現れているように EU 加盟国

各国での意見対立が迅速な対応を阻害し

ている事実が認められる。 

以下に、EU 内の主要国であるフラン

ス・ドイツ・英国について、背景となる

その立場・姿勢の違いを含め、こうした

意見対立の実態を概観する。 

・ 欧州統合にあたって 

第一次世界大戦後具体的な動きとして

政治的な運動に発展していった欧州統合

の背景には、帝国の解体・米国の台頭の

中での大戦で疲弊した欧州の地盤低下の

危機感やソ連への対抗のほか、主として

フランスによるドイツの覇権回復への牽

制の意図があったと見られている。 

一方、英国は、世界最大の帝国主義国

であった歴史を背景に「栄光ある孤立」

を維持し、また米国との二国間関係を重

視するなど、欧州の中では特殊な地位に

あった（注 3）。しかし、20 世紀に入るとそ

の力の衰えが顕著となり、同盟を結ぶな

ど他国との連携を進めることとなったが、

1952 年の欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）の

設立に際しては、フランス主導に対する

懸念や超国家機関の設立による国家主権

の制約の可能性を嫌って不参加とした。 

 しかしながら、英国も、ECSC 加盟 6ヵ

国による新たな貿易ブロックとして成功

しつつある欧州共同体（EEC）に対して交

渉力維持を図らざるを得ず、その後 1960

年に主導的に欧州自由貿易連合（EFTA）

を設立するに至ったが、これは実力面で

EEC に対抗し得るものとはならず、結局

英国は1961年にEECへの加盟申請を行な

うこととなった。これに対しフランスは

2 度にわたり申請を拒否し、英国の EEC

加盟が実現するのは 1973 年になってか

らであった。 

英国については、現在に至っても、国

家主権を尊重し欧州統合の深化に対して

は消極的な姿勢を維持している点が大き

な特徴として指摘できる（注 4）。 

一方、社会主義の伝統が強く雇用確保

や経済成長促進を重視するフランスに対

し、ハイパーインフレの経験から通貨価

値の安定を最重視するドイツの対比はし

ばしば指摘される点である。これは、財

政規律の維持に関して、通貨価値を重視

し厳格な制裁措置の適用を求めるドイツ

と、経済成長を重視し制裁を決める過程

に政治的裁量の余地を求めるフランスの

間に対立が生じた 1996 年の「安定成長協

定」の議論や、ドイツがマルク売り介入

や利下げを拒んだ 1992・93 年の通貨危機

時の対応に象徴的に現れている。 

・ ギリシャ支援にあたって 

 ギリシャで 2009 年 10 月総選挙による

政権交代を機に表面化した財政問題は、

他の周辺国を巻き込んで深刻の度を深め

た。EU 内では支援策構築の必要性が認識

されたものの、2010 年 2 月の EU サミッ

トではドイツ・フランスの対立が表面化

し、ギリシャのデフォルトがいよいよ現

実味を帯びた 4 月、5 月に至るまでその

最終合意は得られず、市場の混乱が高ま

ることとなった。ここでのドイツ・フラ

ンス間の主な対立は、EU 内での支援を禁

ずる条約の規定等を尊重するドイツに対

し（注 5）、フランスは柔軟な支援体制を主張

する点にあった。その交渉経緯は主要紙

の特集記事（注 6）が臨場感をもって伝えて

いるように、欧州支援パッケージ（注 7）の具

体的な内容等について5月EUサミット最

終日の 7 日（金）までに詰めきれず、市

場の混乱を回避するため翌週アジア市場

が開くまでの決着を目指したもののシド

金融市場2010年12月号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　46 
ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます

農林中金総合研究所

http://www.nochuri.co.jp/



   

ニー市場には間に合わず、東京市場が開

く直前のブリュッセル時間 10 日（月）早

朝に至りようやく合意に達するという経

緯をたどった。 

 以上のように、主要国の意見対立がし

ばしば健全な牽制関係の維持以上に、む

しろ意思決定遅延をもたらしているよう

に見られるが、こうした現状が、はたし

てトリシェ総裁の言うユーロ圏の強みに

結びつくのかどうか疑問なしとしない。 

 

今後の注目点 

10 月 28、29 日に実施された EU サミッ

トでは、新たなマクロ経済監視の仕組み

の創設や財政規律違反国への制裁強化と

ともに、ドイツが提案した EU における財

政悪化国に対する恒久的な支援制度の創

設が合意された。これらは 1999 年のユー

ロ導入以来の抜本的改革と言われている

が、次回の 12 月 EU サミットでその具体

的検討が実施されることになっている。 

このうち恒久的な支援制度は 3 ヵ年の

期限を有する現行制度を引き継ぐ仕組み

であるが、被支援国の債務リストラはな

い現行の仕組みに対しこれを含むものへ

の転換が想定されている（注 8）。これを受け、

周辺国の国債利回り上昇に止まらずアイ

ルランド問題がクローズアップされるな

どの動きが急速に現れてきており、特に

今後の交渉内容が注目されるものである。 

この10月EUサミットに先立つ段階で、

財政規律違反国への厳格な制裁適用を求

めるドイツが判断の余地のある柔軟な運

用を主張するフランスと対立したものの、

独仏二国間協議により上記の恒久的な制

度の創設面でフランスの協力を得る見返

りに制裁制度についてはドイツが譲歩を

行ったことや、こうした独仏二大国の他

国の意向を軽視した専横的な取進めに対

して他国からの強い反発が出ていること

が報道されている。 

このようなことから、12 月からの交渉

過程では各国の思惑・利害の様々な対立

が予想されるが、トリシェ総裁が言うユ

ーロ圏の強みが実効的に機能するかどう

かを評価する重要な機会になるものとも

考えられ、その動向に注意を払いたい。 

（2010 年 11 月 22 日現在） 

                                                  
（注 1） “Trenchant on trouble”, FT, 2010/09/11 によ
る。 
（注 2） 山口（2010）「通貨ユーロを巡る構造的な問題点
～財政分権主義と単一通貨・金融政策について～」
（『金融市場』2010 年 10 月号）を参照。 
（注 3） こうした点は、首相就任以前ではあるがチャー
チルの次の発言に具体的に反映されている。「われ
われは欧州とともにあるが、その一部ではない。われ
われとも関連はあるが、妥協はしない。われわれも興
味を持ち連携はするが、巻き込まれることはない」
（米誌 “The Saturday Evening Post”, 1930/2/15）  
（注4） 英国は、現在、経済通貨同盟（EMU）の第3段階
（単一通貨の導入等）には進まないこととされている
が、合わせて EU 条約に関し、過剰な財政赤字にか
かる規定の適用を受けないこと等特別の取扱いを受
けている。詳細は、“United Kingdom: EMU opt-out 
clause”, EU を参照。 
（注 5） EU 機能条約第 125 条で、一定の例外を除き EU
は国、地方政府等の支援を禁ずる旨規定している。
合わせて、ギリシャ等への支援策はソブリン・デフォ
ルトがなく民間債権者は保護される一方納税者に負
担を負わせるものであり、これらから、ドイツの憲法
裁判所が同支援策を違憲と判断する可能性があり、
議会からも強い反発があるとされている。 
（注 6） 次の特集記事を参照。 
• 2010/09/27 および 09/28 の The Wall Street 

Journal（アジア版）の記事 
• 2010/10/11、10/12 および 10/13 の Financial 

Times の記事 
また、ギリシャ危機対応については、次に時系列的
経緯が整理されている。 
• “The Economic Adjustment Programme for 

Greece”, pp. 8-9, European Commission, 2010/05 
（注 7） 最終的に欧州金融安定化メカニズム（600 億
ユーロ）、欧州金融安定化ファシリティー（4,400 億ユ
ーロ）、IMF によるファンディング（2,500 億ユーロ）から
構成された財政危機国への支援の仕組み。 
（注 8） 同恒久的制度は、ドイツの主張では、EU 加盟国
への支援を禁じている現行の EU の条約の規定内容
を見直すとともに、納税者の負担のみに頼らず民間
債権者の負担も含めたモラルハザードを防止する秩
序ある債務リストラの手順を含むものとされている。 
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